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用促進基本計画】、成年後見制度法人後見支援事業、意思疎通支援事業、日常生活用具給付等事業、手話奉
仕員養成研修事業、移動支援事業、地域活動支援センター機能強化事業、日中一時支援事業、在宅障害者
一時介護事業、訪問入浴サービス事業、施設入所者就職支度金支給事業、自動車運転免許取得費助成事
業、自動車改造助成事業



計画策定に当たって計画策定に当たって

●　計画策定の趣旨
病気や障害の有無に関わらず、全ての市民が安心して地域で暮らせるまちづくりを目指し、令和６年度を
初年度とする「かすみがうら市障害者計画・第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画」を策定します。

●　計画の位置づけ
障害者計画は、「障害者基本法」第11条第３項で市町村に策定が義務付けられている「市町村障害者
計画」であり、障害者施策を総合的に展開するための基本的な方針を示し、施策全般に関わる理念や基
本的な目標を定める計画です。
障害福祉計画は、「障害者総合支援法」第88条、障害児福祉計画は「児童福祉法」第33条の20第１項
に基づく「市町村障害福祉計画」として、障害福祉サービスの必要量及び必要量確保のための方策等を
定める計画です。

●　計画の期間
本計画の期間は、障害者計画は令和６年度から令和11年度までの６年間、第７期障害福祉計画・第３
期障害児福祉計画は令和６年度から令和８年度までの３年間とします。

●　計画の対象
本計画は、「障害者基本法」の定義に則り、身体障害者、知的障害者、精神障害（発達障害を含む）者、
その他の心身の機能に障害のある人で、障害及び社会的障壁により、継続的に日常生活、社会生活に相
当な制限を受ける状態にある方を対象とします。

●　計画の策定体制
学識経験者・専門家及び障害者団体・関連機関代表などの参画を得て「かすみがうら市障害者計画及
び障害福祉計画策定委員会」を設置し、本市の障害のある人を支える方々からの幅広い意見を踏まえて
内容を協議し、市長に計画案を提案します。
サービスの利用者等へのアンケート調査をはじめ、パブリックコメントなどを通して、計画全般にわたっ
て積極的な意見を提案します。

●　計画の推進
施策が効果的かつ効率的に実施されるよう担当間や関係行政機関、障害者団体、民生委員・児童委員
協議会、社会福祉協議会、ボランティア団体などとの連携を図ります。
広域的に対応することが望ましい事業については、可能な限り市町村との連携を図るとともに、国・県
の障害福祉計画に掲げられた事業を効果的に活用するなど、適切な役割分担を通し、国、県及び事業実
施の関係機関との連携を深め、施策の推進を図ります。
相談支援事業をはじめ、福祉行政に関わりのある各事業者との情報交換及び連携を強化し、個別相
談から要支援者の早期発見、福祉行政のニーズの把握をすることにより、効率的かつ効果的事業の遂行
に努めます。

障害のある人を取り巻く現状障害のある人を取り巻く現状

人口の状況

障害者手帳等の所持者数

本市の総人口は微減して推移しており、令和元年の42,193人から令和５年は40,628人となっています。

障害者手帳の交付数は増加しており、令和４年度は1,979人となっています。種類別では、身体障害者
手帳交付数は、平成30年度の1,255人から令和４年度は1,244人と微減しています。一方、療育手帳の交
付数は増加傾向にあり、平成30年度の388人から令和４年度は439人となっています。精神障害者保健
福祉手帳の交付数も増加傾向にあり、平成30年度の182人から令和４年度は296人となっています。
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＜年齢３区分別人口の推移＞

資料：住民基本台帳（各年１月１日現在） 

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年
老年人口 12,565 12,728 12,884 12,999 12,997
生産年齢人口 24,722 24,348 23,845 23,462 23,510
年少人口 4,906 4,641 4,471 4,276 4,121
総人口 42,193 41,717 41,200 40,737 40,628
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計画の基本的な考え方計画の基本的な考え方

●障害のある人や障害のある児童が、生涯を通してその人らしく健やかに安心して暮らし
ていけるように、まちづくりを進めます。

●障害のある人の自己決定と自己選択により、自立と地域生活を支え、社会参加を促進
できるように、まちづくりを進めます。

●障害のある人も障害のない人も、共に生きる「共生社会」は、相互の人格と個性を尊重
して、支え合い、思いやりと暖かいふれあいに満ちた地域社会です。このような地域共
生社会のまちづくりを進めます。

基本目標基本目標

基本目標１ 支援体制の充実・よりよいまちづくり支援体制の充実・よりよいまちづくり
障害の有無に関わらず、全ての人が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現
に向け、障害を理由とする差別の解消や障害者虐待の防止等、障害のある人の権利擁護のための
取組を推進するとともに、障害者理解の促進を図ります。
障害のある人が自由に外出するに当たっては、道路や建築物がユニバーサルデザインであること
が大切です。また、市内の公共交通機関が不十分な面もあることから、福祉有償運送等の移送
サービスを充実させ、障害のある人の外出の機会を確保することが重要です。
近年の集中豪雨等による氾濫など自然災害に備え、障害のある人の視点に立った防災体制、避
難体制の整備が必要です。

基本目標２ 相談支援・生活支援の充実相談支援・生活支援の充実
障害のある人が地域で自立して生活していけるように、地域における相談支援・情報提供体制や
コミュニケーション及び移動に関わる支援を充実するとともに、経済的な基盤や住宅及び在宅サー
ビス等を整備します。
地域における障害のある人の生活を支えるに当たっては、行政の公的なサービス以外に、隣近所
の住民やボランティア等の活動団体など、地域に住む人たちが協力し合い、取り組んでいくことが
大切です。また、地域福祉の活動を推進するとともに、福祉やサービスに関する情報提供や窓口の
充実を推進します。

基本目標３ 育成・教育の支援育成・教育の支援
障害のある児童が健やかに育ち学ぶためには、障害の特性や程度に応じた教育が受けられる環
境が必要です。そのため、障害児教育の体制を整えるとともに、学校職員の資質の向上を図ります。
また、障害のない児童・生徒との交流機会を積極的に設けるなど、共に学び、共に支え合うことの
できる教育環境を目指します。さらに、特別支援学級等の充実により、発達障害のある児童・生徒
への対応を推進します。

基本目標４ 就労支援・社会参加への推進就労支援・社会参加への推進
障害のある人の自立した生活や自己実現を図るには、自ら社会に参加したり、仕事に就くことが
大切です。そのため、市内事業所や企業と連携を図り、就労先を確保するなど支援体制を強化す
るとともに、障害のある人が生きがいをもって暮らせる社会を目指します。
社会参加については、地域社会の一員として、生きがいをもって暮らしていけるよう、さまざまな
社会活動・地域活動への参加を支援・推進していきます。また、障害のある人の文化活動やスポー
ツ・レクリエーション活動への参加を促進し、活動を通して障害のある人の社会参加を支援してい
きます。
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思いやりで共生するまち　かすみがうら

基本理念
かすみがうら市障害者計画は、障害のある人もない人も、全ての人々が社会の一員として、お互いに尊
重し、支え合いながら、人としての尊厳を大切にして、生き生きと生活できる地域社会づくりを目指してお
り、その基本理念として、「思いやりで共生するまち　かすみがうら」を掲げています。

基本理念基本理念



施策の体系施策の体系
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本計画の施策の体系を次のように定めます。

基本理念 基本目標 施策の方向
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支援体制の充実・
　よりよいまちづくり

１

（１）バリアフリーの生活環境整備

（２）災害時支援・防犯対策の推進

（３）地域支援体制の整備

（４）障害のある人への理解の促進

（５）権利擁護の推進

相談支援・
　生活支援の充実

２

（１）障害福祉サービス等の質の確保

（２）障害福祉サービス等の基盤整備

（３）地域生活支援事業の推進

（４）日常生活を支援する事業の推進

（５）経済的支援の推進

（６）保健事業の推進

（７）こころの病の予防・支援対策の推進

（８）地域リハビリテーションの充実

（９）包括的支援の推進

３ 育成・教育の支援
（１）障害児の育成支援

（２）特別支援教育の推進

４ 就労支援・
　社会参加への推進

（１）雇用・就労の場の拡大

（２）職業リハビリテーションの推進

（３）文化・スポーツ活動等の推進

（４）地域情報提供の充実

成果目標と障害福祉サービス等成果目標と障害福祉サービス等

令和８年度までの成果目標

■施設入所者の地域生活への移行
項　　　　目

地域生活移行者数
施設入所者数削減見込人数

１人
１人

目　標

■障害児支援の提供体制の整備等
項　　　　目

障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制の整備
主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所の設置
主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所の設置
医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置
医療的ケア児支援のためのコーディネーターの配置

有
有
有
有
有

目　標

■地域生活支援の充実
項　　　　目

地域生活支援拠点等の設置箇所数
コーディネーターの配置人数
検証及び検討の回数

1か所
１人
１回

目　標

■精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
項　　　　目

保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数
保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加者数
保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定及び評価の実施回数

12回
15 人
12 回

目　標

■相談支援体制の充実・強化のための取組
項　　　　目

基幹相談支援センターの設置

地域の相談支援体制
の強化

協議会における個別
事例の検討を通じた
地域のサービス基盤
の開発・改善

地域の相談支援事業所に対する訪問等による専門的な指導・助言件数
地域の相談支援事業所の人材育成の支援件数
地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数
個別事例の支援内容の検証の実施回数
主任相談支援専門員の配置数
協議会における相談支援事業所の参画による事例検討の実施回数
参加事業者・機関数
協議会の専門部会の設置数
協議会の専門部会の実施回数
協議会における個別事例の検討を通じた地域サービスの開発・改善

１か所
５件
５件
５回
５回
１人
６回
15
３
６回
２回

目　標

■医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数
項　　　　目

コーディネーターの配置人数 １人
目　標

■発達障害者に対する支援
項　　　　目

ピアサポートの活動への参加人数 １人
目　標




